
- 1 - 

ＬＥＣ社会保険労務士講座／テキスト・レジュメ訂正情報 

Maintext Authentic〈2024 年度版〉 

（ 2024 年度合格目標  Kudo Project Swing-by seminar 講義使用教材）  

（2024/01/29 現在） 

 

2024年度合格目標 Kudo Project Swing-by seminar の講義使用教材である 

「2024年度版 Maintext Authentic」におきまして以下の訂正箇所がございます。 

大変おそれいりますが、教材の訂正をお願いいたします。 

※科目名の後の英数字は教材を区別するためのコードです。コードは教材裏表紙のバーコード下に記載しております。 

・最新 2024/01/29 更新分  

【2024/01/29 更新分】 

健康保険法(RU24253) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

改正 

P124 健保-050 

(7) 被扶養者の届出 

改正のため追加 

被扶養者の届出に係る届出事項に変更があったときは、

その都度、事業主を経由して厚生労働大臣又は健康保険

組合に届け出なければならない。ただし、住所の変更に

ついては、健康保険組合管掌健康保険の被扶養者であっ

て、当該健康保険組合が当該被扶養者に係る機構保存本

人確認情報の提供を受けることができるとき（当該健康

保険組合が事業主に対し当該被扶養者の住所に係る情

報の提供を求めないときに限る）は、当該事項に関する

変更の届出は必要ない（則 38 条２項）。 

改正 

P125 健保-050 

 (10)任意継続被保険者

の個人番号、氏名又は住

所の変更の届出 

改正のため追加 

任意継続被保険者の個人番号、氏名又は住所の変更の届

出のうち任意継続被保険者の住所の変更の届出につい

ては、健康保険組合管掌健康保険の任意継続被保険者で

あって、当該健康保険組合が当該任意継続被保険者に係

る機構保存本人確認情報の提供を受けることができる

とき（当該健康保険組合が事業主に対し当該任意継続被

保険者の住所に係る情報の提供を求めないときに限る）

は、当該事項に関する変更の届出は必要ない（則 44条）。 

改正 

P145 健保-057 

要点整理  

標題 

電子資格確認（法３条 13

項） 

電子資格確認（法３条 13

項、法附則１条の２） 

改正 

P145 健保-057 

要点整理  

３行目 

個人番号カードに記録さ

れた利用者証明用電子証

明書を送信する方法によ

り、 

個人番号カードに記録さ

れた利用者証明用電子証

明書を送信する方法その

他の厚生労働省令で定め

る方法（「利用者証明用電

子証明書」を送信する方

法）により、 
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 訂正箇所 訂正前 訂正後 

改正 

P145 健保-057 

要点整理 １つ目の 

 

【別添１】に差し替え 

訂正 
P165 健保-062 

趣旨 ５行目 

…訪問看護療養費制度を

創設された。 

…訪問看護療養費制度が

創設された。 

訂正 
P191 第５章第４節 

趣旨 ７行目 

…高額療養費の現物給付

化が実施されるている。 

…高額療養費の現物給付

化が実施されるている。 

訂正 

P232 健保-082 

要点整理(1) 

 ① ５行目 

下線部分を削除 

少年法の規定による保護

処分として少年院若しく

は児童自立支援施設に送

致され、収容されている場

合又は売春防止法の規定

による補導処分として婦

人補導院に収容されてい

る場合 

少年法の規定による保護

処分として少年院若しく

は児童自立支援施設に送

致され、収容されている場

合又は売春防止法の規定

による補導処分として婦

人補導院に収容されてい

る場合 

 

年金法Ⅰ(RU24255) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 
P212 厚年-047 

条文 １つ目 

厚生労働大臣は、合意分割

及び３号分割の規定… 

実施機関は、合意分割及び

３号分割の規定… 

 

年金法Ⅱ(RU24256) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

改正 

P284 厚年-064 

要点整理 《65歳以後の

在職老齢年金の支給停

止基準額》 １行目 

※前記  総報酬月

額相当額 ①のイメージ

（令和５年度額） 

※前記  総報酬月

額相当額  ①のイメージ

（令和６年度額） 

改正 

P284 厚年-064 

要点整理 《65歳以後の

在職老齢年金の支給停

止基準額》図中 １つ目 

支給停止調整額 

（47万円） 

支給停止調整額 

（50万円） 

改正 

P284 厚年-064 

要点整理 《65歳以後の

在職老齢年金の支給停

止基準額》図中 ２つ目 

支給停止調整額 

（48万円） 

支給停止調整額 

（50万円） 

改正 

P284 厚年-064 

要点整理  

・２つ目 

・令和６年度における支給停止調整額は 50 万円とされ

ている。 
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 訂正箇所 訂正前 訂正後 

改正 

P285 厚年-064 

要点整理 《65歳以後の

在職老齢年金の仕組み》

図中 調整 

支給停止調整額 

48 万円 

支給停止調整額 

50 万円 

改正 

P289 厚年-065 

要点整理 《65歳以後の

在職老齢年金の仕組み》

標題 

《60 歳台前半の在職老齢

年金のイメージ》（令和５

年度額） 

《60 歳台前半の在職老齢

年金のイメージ》（令和６

年度額） 

改正 

P289 厚年-065 

要点整理 《65歳台前半

の在職老齢年金のイメ

ージ》図中  

支給停止調整額 

（48万円） 

支給停止調整額 

（50万円） 

改正 

P294 厚年-066 

要点整理 《在職老齢年

金と高年齢雇用継続給

付の調整の具体例１》  

１．60歳台前半の在職老齢

年金の仕組みによる支

給停止額 

240,000 円＋200,000 円  

＜ 480,000 円 

１．60歳台前半の在職老齢

年金の仕組みによる支

給停止額 

240,000 円＋200,000 円  

＜ 500,000円 

改正 

P295 厚年-066 

要点整理 《在職老齢年

金と高年齢雇用継続給

付の調整の具体例２》 

図中 

１．60歳台前半の在職老齢

年金の仕組みによる支

給停止額 

（340,000 円＋200,000 円

－480,000 円）×1/2 ＝ 

30,000 円 

１．60歳台前半の在職老齢

年金の仕組みによる支

給停止額 

（340,000 円＋200,000 円

－500,000円）×1/2 ＝ 

20,000円 

改正 

P296 厚年-066 

要点整理 《在職老齢年

金と高年齢雇用継続給

付の調整の具体例２》 

図中 

1.調整（支給停止） 

※在職老齢年金の仕組み

による 30,000 円 

1.調整（支給停止） 

※在職老齢年金の仕組み

による 20,000円 

支給停止 42,180円 支給停止 32,180円 

157,820円 167,820円 

訂正 

P305 厚年-068 

要点整理  

下から４行目 

下線部削除 

なお、在職定時改定及び退

職時改定の規定の適用に

ついては、 

なお、在職定時改定及び退

職時改定の規定の適用に

ついては、 
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【別添１】 

 

 法 63条３項の厚生労働省令で定める方法（則 53条）
 

  

・法 63条３項の厚生労働省令で定める方法は、次の各号に掲げる方法とされてい

る（則 53条１項）。 

①被保険者証を提出する方法 

②処方箋を提出する方法（保険薬局等から療養を受けようとする場合に限る） 

③保険医療機関等、保険薬局等又は指定訪問看護事業者が、過去に取得した療

養又は指定訪問看護を受けようとする者の被保険者の資格に係る情報（保険

給付に係る費用の請求に必要な情報を含む）を用いて、保険者に対し、電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法によ

り、あらかじめ照会を行い、保険者から回答を受けて取得した直近の当該情

報を確認する方法(※1) 

(※1) 当該③の方法は、当該者が当該保険医療機関等若しくは保険薬局等から療養（居

宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護又は居宅におけ

る薬学的管理及び指導に限る）を受けようとする場合又は当該指定訪問看護事

業者から指定訪問看護を受けようとする場合であって、当該保険医療機関等、

保険薬局等又は指定訪問看護事業者から電子資格確認による確認を受けてから

継続的な療養又は指定訪問看護を受けている場合に限られている。 

なお、被保険者が 70歳に達する日の属する月の翌月以後である場合であって

一部負担金の割合が 100 分の 20 とされる場合又は 70 歳に達する日の属する月

の翌月以後である場合であって、政令で定めるところにより算定した報酬の額

が政令で定める額以上であり、一部負担金の割合が 100 分の 30 とされる場合の

規定の適用を受ける場合(※2)にあっては、上記①～③に定めるもの及び高齢受

給者証を提出する方法とされている（則 53条２項）。 

(※2) 当該適用を受けることについて、保険医療機関等、保険薬局等又は指定訪問看護

事業者において、電子的確認(※3)を受けることができる場合を除く。 

(※3) 「電子的確認」とは、保険者に対し、被保険者の資格に係る情報（保険給付に係

る費用の請求に必要な情報を含む）の照会を行い、電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方法により、保険者から回答を受けた当

該情報により確認することをいう。 



 

 

 

 


